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１．組織の概要 

 

① 事業者名及び代表者 

株式会社プレック研究所 

代表取締役社長 杉尾 大地  

 

② 設立 

昭和４７年１２月１８日（設立５１年） 

 

③ 所属人数 

１１１名 

 

④ 所在地                      

事業所名 住  所 

本   社 
〒102-0083 

千代田区麹町3丁目7番地6 

岩手事務所 
〒020-0121 

岩手県盛岡市月が丘2丁目16番22号 

東北事務所 
〒980-0014 

仙台市青葉区本町2丁目6番35号 

横浜事務所 
〒231-0007 

神奈川県横浜市中区弁天通2丁目25 

中部事務所 
〒460-0003 

名古屋市中区錦1丁目10番9号 

大阪事務所 
〒550-0004 

大阪市西区靭本町1丁目14番15号 

九州事務所 
〒810-0073 

福岡県福岡市中央区大名2丁目4番19号 

沖縄事務所 
〒900-0021 

那覇市泉崎2丁目3番3号 

生態研究センター 

小笠原研究所 

〒100-2101 

小笠原村父島字西町毛利荘内 

奈良事務所 
〒631-0827 

奈良市西大寺小坊町6番1号 
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⑤ 事業内容 

環境調査・アセスメント業務、環境共生計画・環境設計業務、 

政策立案・行政計画業務、システム開発業務 

 

⑥ 事業の規模 

   ●資本金 
        ９,５００万円  

●年間売上高（２０２２年度(２０２３年３月期）） 
１６億６,５１０万円 

     

     

⑦ 環境管理責任者及び担当者 

環境管理責任者 専務取締役 前澤 洋一 

電話/03-5226-1102 メール/maezawa@prec.co.jp 

  

EA21環境事務局 環境管理担当 前多 宏樹 

 電話/03-5226-1101 メール/ h-maeda@prec.co.jp 

 

 

 

２．対象範囲 

 

全組織・全活動。 
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３．環境経営方針 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社プレック研究所は、エコロジカルなアプローチに則った環境コンサルティング

を行うことにより、生物社会の多様性の保全、並びにそれら生物と人類との共生を図り、

もって人間社会の持続的発展に貢献する。 

また、環境保全に係わる取組によって、顧客と協力先、当社で働く又は当社のために働く

全ての人はもとより、地域社会にも広く影響を及ぼすとともに、その成果を享受できるよ

うあらゆる努力を傾注する。 

 

 

株式会社プレック研究所は、環境法規を遵守するとともに環境に対する負荷が低

く、環境の保全に資する活動、成果品及びサービスを提供することにより、社会に貢

献する。 

また、顧客と関係先、当社で働く又は当社のために働く全ての人、及び広く地域社

会に対して、環境配慮に関する適切な情報と認識の提供、普及啓発を推進し、環境経

営の継続的改善に努める。 

すなわち、次のことを会社内外に宣言する。 

 

（1）省エネルギーによるＣＯ2排出量の削減 

（2）一般廃棄物発生量の低減 

（3）節水による水使用量の低減 

（4）化学物質の適正管理 

（5）グリーン購入による環境配慮調達 

（6）省エネに係わる受託調査・研究件数の増加 

（7）職員の技術士（環境部門）の新規取得者の輩出 

 

 

 

 

平成３０年１０月１日 

 

株 式 会 社 プ レ ッ ク 研 究 所 

代 表 取 締 役 社 長  杉  尾  大 地 
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４．実施体制 

 

 

     ※所属員数1名以下のため、負荷の把握はないが、環境方針を掲載し出入りする従業員への注意喚起を促す 
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５．環境目標・環境目標の実績 

 

（1）中長期目標 

 

環境目標及び目標指標 
基準年度・実績  2022年度 2023年度 2024年度 

年度 実績 目標 目標 目標 

１．二酸化炭素排出量削減 2021         
 

・二酸化炭素排出量 
  126,563 125,930 125,297 124,665 

 

（電力使用kg-CO2)  

・基準年からの削減率(％)     0.5%減 1.0%減 1.5%減  

・二酸化炭素排出量  
2021 128,459 127,817 127,174 126,532 

 

（電力使用＋ガソリン使用kg-CO2)  

・基準年からの削減率(％)     0.5%減 1.0%減 1.5%減  

２．一般廃棄物発生量低減 2021        
 

 
・一般廃棄物発生量（Kg）   5,223 5,197 5,171 5,145  

・基準年からの低減率(％)     0.5%減 1.0%減 1.5%減  

３．水使用量の低減 2021         

・水使用量（㎥）   511 508 506 503  

・基準年からの低減率(％)     0.5%減 1.0%減 1.5%減  

４．化学物質の適正管理 2021         

・適正な保管・記録の実施   実施 実施 実施 実施  

・基準年からの促進率(％)    ― ― ―  

５．グリーン購入の促進 2021         
 

 
・グリーン購入比率(%)   49.3 49.5 49.8 50.0  

・基準年からの促進率(％)      0.5％増 1.0％増 1.5％増  

６．省エネ推進に係わる調査 

 研究受託件数の促進 
2021 1件 受託 受託 受託  

・基準年からの促進率(％)     ― ― ―  

７．職員の新規技術士（環境部門） 

 取得者の輩出（毎年） 
2021 1人 輩出 輩出 輩出  

・基準年からの促進率(％)     ― ― ―  

※  年度の期間は4月1日～3月31日。所属人数1名以下の事務所（横浜事務所、岩手事

務所、奈良事務所、生態研究センター小笠原研究所）の負荷の把握はない。 
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（2）運用結果 

  サイト 

基準年 2022年度 

2021年

度 
目標 実績 

達成

状況 

１．二酸化炭素排出量削減     

・二酸化炭素排出量 

(電力使用kg-CO2) 

本社 95,145 94,669 95,374 △ 

東北事務所 4,925 4,900 4,099 〇 

中部事務所 6,344 6,312 8,453 × 

大阪事務所 4,105 4,084 3,764 〇 

九州事務所 5,469 5,442 5,165 〇 

沖縄事務所 10,575 10,522 10,753 △ 

合計 126,563 125,930 127,608 △ 

・二酸化炭素排出量 

(電力使用＋ガソリ

ン使用kg-CO2) 

本社 95,631 95,153 96,462 △ 

東北事務所 4,925 4,900 4,099 〇 

中部事務所 6,344 6,312 8,453 × 

大阪事務所 4,105 4,084 3,764 〇 

九州事務所 5,469 5,442 5,165 〇 

沖縄事務所 11,984 11,924 12,671 △ 

合計 128,459 127,817 130,614 △ 

２．一般廃棄物発生量低減     

・一般廃棄物発生量

（Kg） 

本社 3,962 3,942 4,319 △ 

東北事務所 120 119 184 × 

中部事務所 361 359 665 × 

大阪事務所 109 108 104 〇 

九州事務所 293 292 297 △ 

沖縄事務所 378 376 419 △ 

合計 5,223 5,197 5,988 × 

３．水使用量の低減       

・水使用量（㎥） 本社 511 508 575 △ 

東北事務所 - - - - 

中部事務所 - - - - 

大阪事務所 - - - - 

九州事務所 - - - - 

沖縄事務所 - - - - 

合計 511 508 575 △ 

４．化学物質の適正管理         

  全社 実施 実施 実施 〇 

 

【参 考】 

二酸化炭素排出係数（購入電力） 

サイト 本社 東北事務所 中部事務所 大阪事務所 九州事務所 沖縄事務所 

調整後排出係数kg-CO2/kwh 0.418 0.469 0.455 0.355 0.374 0.769 
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  サイト 

基準年 2022年度 

2021年度 目標 実績 
達成

状況 

５．グリーン購入の促進     

・グリーン購

入(%) 

本社 38 38 40.8 〇 

東北事務所 64.2 65 48.0 × 

中部事務所 80.4 81 80.9 〇 

大阪事務所 51.9 52 58.7 〇 

九州事務所 76.3 77 78.7 〇 

沖縄事務所 26.2 26 48.7 〇 

全社 49.3 49.5 59.3 〇 

６．省エネ推進に係わる調査研究受託件数     

  全社 7件 受託 1件 〇 

７．職員の新規技術士 （環境部門）取得者の輩出   

  全社 3人 輩出 1人 〇 

 

- ：テナントビルであるため負荷が把握出来ない 

○：目標達成 □：基準年より改善したが目標未達成 

△：目標未達成(目標との乖離15％未満) ×：目標未達成(目標との乖離15％以上) 

 

 

【 数量の把握 】 

物質使用量の把握   

  2022年度 

・コピー用紙
（千枚） 

本社 1,128 

東北事務所 55 
 中部事務所 161 
 大阪事務所 32 
 九州事務所 69 
 沖縄事務所 94 
 合計 1,538 
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６．環境経営計画・取組結果と評価、次年度の取組内容 

 

 

環境経営計画 取組結果と評価 次年度の取組内容 

二酸化炭素排出量削減 

（電気） 

①不要照明の消灯 

②休日・夜間、ＰＣ電源オフ 

③室温管理の適正化 

④空調設備の定期的メンテ

ナンス 

不要照明の消灯、空調の調

節、コンピュータの電源オフ

等の取り組みにも関わらず、

出社・稼働時間が増えたこと

により一部未達のサイトも

あり、全体では環境目標微

増。 

不要照明の消灯、空調の調

節、コンピュータの電源オフ

等の徹底により、削減を目指

す。 

二酸化炭素排出量削減 

（ガソリン） 

環境目標は達成。エコカー対

象社用車の買替による効果。 

継続してエコドライブ技術

の推進等を実施する。 

一般廃棄物排出量低減 

①社内資料の電子化の促進 

②コピー量の低減 

③両面印刷の推進 

④ゴミの分別徹底 

・コピー量低減、両面コピー、 

ごみの分別の張り紙掲示 

・分別の徹底、使用量抑制、

両面印刷、電子化。 

・レイアウト変更が重なり、

環境目標未達サイトが多く、

全体でも未達。 

次年度は、一部レイアウト変

更を予定しているが、全体と

しては、継続的に取り組み、

軽減を目指す。 

水使用量の低減 

①節水運動の展開 

・節水の張り紙掲示 

環境目標微増。 

稼働や出社が増えても、軽減

を目指す。 

化学物質の適正管理 

①保管・記録の徹底 

・漏出等の支障はなかった。 継続して実施する。 

物質使用量の把握 

①コピー用紙使用量把握 

・新規指標として採用。当面

は使用量を把握する。 

当面は使用量を把握する。 

グリーン購入 

① 環境配慮製品購入の促進 
・グリーン購入を心がけ、全

体で大幅に環境目標達成。 

カタログでの事前確認を行

う等グリーン購入を増やす

よう努力する。 

省エネ推進に係わる調査研

究受託件数 

①自治体の省エネルギー計

画や地球温暖化防止計画等 

の策定業務の受託 

・環境目標は達成 プロポーザル等に積極的に

参加し、受注機会の拡大を目

指す。 

職員の新規技術士（環境部

門）取得者数 

①技術士（環境部門）の資格

取得者の輩出 

・講習会受講や社内チュータ

ー等により資格取得者の輩

出をはかった結果1名取得。 

継続してサポートし、今後も

1名でも多く資格取得者数の

輩出を目指す。 
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７．環境関連法規等の遵守状況の確認並びに違反、訴訟等の有無 

 

当社に適用される主な環境関連法規は以下の通りで、これらへの違反はありませんでした。 

なお、関係当局よりの違反等の指摘は、過去3年間ありませんでした。 

 

主な環境関連法規 

適用法 要求事項 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

及び地方公共団体の条例（東京都・仙台市・名

古屋市・大阪市・福岡市・那覇市） 

一般廃棄物の適切な処理 

消防法 火災の予防、警戒及び鎮圧 

資源の有効な利用の促進に関する法律 パソコンのメーカー回収、再資源化の義務付

け等 

使用済自動車の再資源化等に関する法律 自動車の廃車時における適正処理と再利用

を促進し、廃棄物を軽減 

特定家庭用機器再商品化法 テレビ、冷蔵庫の再利用を促進 

フロン排出抑制法 フロン類の回収及び破壊実施の確保 

第1種特定製品の点検 

毒物及び劇物取締法 毒物及び劇物の適正管理 

自然公園法 特別地域内での動植物採取の禁止等 

絶滅の恐れのある野生動植物の種の保存に

関する法律 

種の捕獲の禁止等 

自然環境保全法 保全地域内での動植物採取の禁止等 

 

 

８．代表者による全体評価と見直しの結果 

 

2022年度運用結果については、PJ稼働や出社率が増えたこと、また、会社として50周年

の節目で、リニューアルやフロア異動、レイアウト変更等を実施したことも重なり、一般

廃棄物排出量、水使用量等で、環境目標数値で未達という結果となってしまった。 

 

一方で、取組については部長会等で各組織に報告、各フロア・事務所に掲載の他、環境計

画レポートの数値目標と結果についても従業員全員が把握できるよう、社内HPで周知、更

新を徹底した。 

 

一般廃棄物排出量、水使用量が未達ではあるものの微増であったこと、またその他項目に

おいては、全体を通して達成しており、取組が定着してきた。特に、グリーン購入では大

幅に環境目標達成しており、社員1人1人の意識が高まったと言える。 

 

来期はアフターコロナでさらに、受注や人員、出社の増加が見込まれるため、より注視し

て、引き続き取組を続けたい。 

 


